中小企業技術開発促進事業
[企業連携型]
提案書　様式
※Ｃコース（地域活性化促進試作枠）専用
提出書類チェックシート
  ■提出漏れがないか、また指定枚数内で記載されているかどうかチェックして同封してください。
	テーマ名：
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	 提案書（表紙）　　　　　　　　　　　　（【様式１】：２枚）
提案書概要　　　　　　　　　　　　　　（【様式２】：１枚）
技術開発内容等説明書　　　　　　　　　（【様式３】：４枚以内）
事業計画　　　　　　　　　　　　　　　（【様式４】：２枚以内
提案総額内訳表　　　　　　　　　　　　（【様式５】：必要枚数）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ･ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ経歴書　　　　　（【様式６】：２枚）
構成メンバー一覧表　　　　　　　　　　（【様式７】：１枚）
特許リスト　　　　　　　　　　　　　　（【様式８】：１枚）

提案企業の概要　　　　　　　　　　　　（【様式９】：必要枚数）


	
	□
	ＣＤ－Ｒ　提案書の内容がすべて入力されたもの　（１枚）


	添
付
資
料

	□
□
□

□

□

	提出書類チェックシート（１枚）　（本紙）
提案者の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）（各１部）

提案者の直近の決算（営業）報告書（１期分）又はそれらに準じるもの（各３部）
出資者及び出資額の一覧が記載されている書類（各３部）
グループを構成する各企業の概要がわかるパンフレット等（各３部）


  ■通しページは【様式１】を１ページとし、提案書下中央に打ってください。
　■各様式は、枚数を厳守してください。
　■ＣＤ－Ｒは、代表企業名、テーマ名がわかるようにしてください。
記載に係る注釈事項は提出時には削除願います。
　【様式１】

平成　　年    月    日
提  案  書
財団法人京都産業２１

理事長　石田　明  様

押印は不要です。　グループを構成する企業の連名で記載
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者（代表企業）
　　　　府内本社の中小企業又は中堅企業のみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業名：                              　
　　　　　　　　　　区　分：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住  所：〒　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　 　           

      　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　 　           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業名：                              　
　　　　　　　　　　区　分：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住  所：〒　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　 　           

      　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　 　           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業名：                              　
　　　　　　　　　　区　分：　　　　　　　
　　　　　　　　　　住  所：〒　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　役　職：　　　　　　　　　 　           

      　　　　　　　氏　名：　　　　　　　　　 　           
中小企業技術開発促進事業[企業連携型]について、下記のとおり提案します。
記
１.テーマ名
「・・・・・・・・・の製品化に向けた技術開発」
事業内容を的確に表現した簡潔な名称を記載
２．提案事業費
	
	提案事業費総額（消費税込）
	内支援対象額

（消費税抜）
	内支援希望金額

（消費税抜）

	平成２３年度
	千円
	千円
	千円

	平成２４年度
	千円
	千円
	千円

	合  計  　 
	千円
	千円
	千円


※千円未満切り上げ


３.担当者（窓口）
企業名：
住　所：〒
役　職：
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

電子メール：
４.総括代表者（プロジェクトリーダー）
企業名：
役　職：
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：
５.副総括代表者（サブリーダー）
企業名：
役　職：
氏　名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：

※留意点　提案書は、図表を含みＰ３８の「提出書類チェックシート」に記載の枚数以内(Ａ４
判)にまとめてください。
【様式２】　【様式３】に記載の内容を1枚に要約して記述してください。
<提案書概要>
	代表

企業名
	
	その他の
提案企業名
	

	テーマ名
	

	分野・事業期間
	Ｃコース　地域活性化促進試作枠・１年間


	1.事業(技術開発)の背景とこれまでの技術開発等に関する経過


	2.事業の内容と目標

（1）技術開発の内容と試作品の特徴
（2）事業完了時に達成すべき技術目標値

　


	3.事業化の計画・地域活性化への効果


	4.提案者間の協力関係

　提案者間の役割分担、協力関係について記載


注）採択が決まった場合は、本提案書概要を基に事前に内容確認の上、公表用に使用します。
【様式３】　【様式３】全体で４枚以内としてください。
技　術　開　発　内　容　等　説　明　書
	①事業（技術開発）の背景とこれまでの技術開発に関する経過
	

	地域特性・課題等を踏まえ、提案者の強みと思われる社会的・経済的・技術的な背景とともに、当該提案に係るこれまでの技術開発の状況などについて明瞭に記述してください。

	②技術開発の内容と試作品の特徴

	

	事業を達成するために、

1 どのような技術・知見を活用し、技術開発をどのような方法で行うのか

2 そこにはどのような技術開発課題があり、それを本提案の技術開発方法でどう解決するのかを明瞭に記述してください。
　


	③事業完了時に達成すべき技術目標値

	

	  　【様式４】に記載の各年度の目標設定の根拠を明瞭かつ具体的に記述してください。　　

	④当該技術開発の代替技術・競合商品
	

	今回の提案に際して代替技術・競合商品を記入してください。また、その技術等に対して改善性に優れていること、性能面や価格など、今回提案の優位性、強みを具体的に記入してください。



	⑤事業化の計画

	

	本事業終了後から3年間程度について、

・事業化に向けた展開について

・事業化後の生産・販売・市場獲得などの見通しについて

それぞれ記述してください。



	⑥地域活性化に向けた効果
	

	　
　本事業への取組や⑤事業化の計画の達成による、販売以外での地域活性化への効果を記述してください。

（例）

・雇用の維持、増加

・技術力向上等による人材育成

・技術の若年技術者への伝承

・未利用地域資源の活用による循環型地域社会の確立
・地域におけるコミュニティの活性化
・ブランド商品としての地域の知名度向上
・その他製品固有の特徴による地域活性化の効果


	⑦提案者間の協力関係　

	今回の技術開発について、以下の点について記述してください。

・技術開発に関してどのような役割を担うか（各社毎に記載）

・技術面等における、用いる強みやノウハウ等（各社毎に記載）

・主たる技術開発の場所（グループとして利用する共通拠点の有無や、各社の開発拠点）

　　　　※グループ構成員相互が地理的に著しく離れている場合には、具体的な連携方法を記載
　　


	　
⑧公的機関の他の委託、補助、助成制度等への類似プロジェクトの実施もしくは申請等の状況

	

	  　応募プロジェクトと関連のある技術開発課題で、国、独立行政法人、特殊法人、地方公共団体が行う事業で過去に実施済み（３年以内）、実施中もしくは申請中及び申請予定のプロジェクトがあれば、｢技術開発テーマ名｣｢関係省庁等名｣｢事業名｣｢技術開発期間｣｢開発資金の額｣｢該当代表者｣「本提案との相違点」を記入してください。

	⑨専門用語の解説


	

	　　　
今回の提案に際して使用した専門用語・略語について、個々に簡潔に（１件最大300字度）

解説してください。


【様式４】　【様式４】全体で2枚以内としてください。
事　業　計　画
※サブテーマ数や企業数に応じて行を追加願います。
（単位：千円）
	年 度 別


	２３年度


	２４年度

（補助事業終了年度）

	ｻﾌﾞﾃｰﾏ名


	企業名


	上 期


	下 期


	上 期


	下 期



	○○の開発

事業費：

（税込）
	株式会社

○○○○

事業費：

（税込）
	○○の調査

　　


	○○部の設計

	○○の開発

　　


	○○部の組み立て


	
	技術目標値
	
	
	
	

	
	○○○○

株式会社

事業費：

（税込）
	○○部分の組み立て


	○○の分析部品の設計

	○○の実験


	○○の分析部品の組み立て


	
	
	
	
	
	

	
	技術目標値
	
	
	
	

	事業費：

（税込）
	
	
	
	
	

	
	技術目標値
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	技術目標値
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	技術目標値
	
	


【様式５－１】

提案総額内訳表[総括表]
  ＜費目別総括＞                                           　 　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	２３年度
	２４年度
	総　額

	（支援対象経費：消費税抜）

①　材料費・消耗品費

②　設備費
③　直接人件費

（研究補助員、臨時雇用者除く）
④　外注費

⑤その他直接経費
	
	
	

	小計（税抜）
	
	
	

	税込合計額（A）
	
	
	

	(支援対象外経費：税込)

⑥　旅費及び交通費

⑦　その他人件費

⑧　その他間接経費
	
	
	

	税込合計額（B）
	
	
	

	総合計（A＋B）


	
	
	


＜構成企業別総括＞
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	項目
	２３年度
	２４年度
	総額

	代表企業名
	事業費総額（税込）
	
	
	

	
	支援対象額（税抜）
	
	
	

	
	支援希望額（税抜）
	
	
	

	企業名
	事業費総額（税込）
	
	
	

	
	支援対象額（税抜）
	
	
	

	
	支援希望額（税抜）
	
	
	

	企業名
	事業費総額（税込）
	
	
	

	
	支援対象額（税抜）
	
	
	

	
	支援希望額（税抜）
	
	
	


【様式５－２】　※グループの構成企業毎に作成願います。

提案総額内訳表[構成企業毎]（○○工業(株)）
                                                         　 　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	２３年度
	２４年度
	総　額

	（支援対象経費：消費税抜）

①　材料費・消耗品費

②　設備費
③　直接人件費

（研究補助員、臨時雇用者除く）
④　外注費

⑤　その他直接経費
	
	
	

	小計（税抜）
	
	
	

	消費税込合計額（A）
	
	
	

	(支援対象外経費：税込)

⑥　旅費及び交通費

⑦　その他人件費

⑧　その他間接経費
	
	
	

	税込合計額（B）
	
	
	

	総合計（A＋B）


	
	
	


【様式６】

プロジェクトリーダー・サブリーダー

経歴書
	氏  名
	

	①　所属・役職名



	 ②　経歴（年数がわかるように記載してください）



	 ③　自社におけるプロジェクト経歴（５件以内）※１社単独開発でも記載していただいて結構ですが、他機関との共同研究プロジェクトの経験がある場合は優先的に記載願います。
 （記入例）

	
	プロジェクト名
	連携先
	

	
	 ・・・・・・・の研究
	 固有名詞ではなく、「他の企業２社」「○○大学」等を記載
	

	
	 ＊＊＊＊＊＊＊の技術開発
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	

	④　当該技術開発のリーダーとしての適格な理由（事業化に対しての経験等）



	5 現在までに本人が発明者となっている特許リスト（５件以内）

 （記入例）

	
	 特許登録番号
	                名　　　称
	  提案テーマ関連
	

	
	 ＊＊＊
	 ＊＊＊装置
	
	

	
	 ・・・
	 ・・・・の方法
	       ○
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	注）当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する場合は○を記載（【様式８】との整合性に注意願います。）



　注）プロジェクトリーダー、サブリーダー各々について作成してください。

【様式７】

構　成　メ　ン　バ　ー　一　覧　表
※【様式１】提案書に「提案者」として記載した企業についてのみ記載すること
	研究員氏名

	所    属


	役割分担

	関与時間／週



	(株)○○工業

　　○○　○○

○○　○○
△△電機(株)

　　△△　△△

△△　△△

　　　　

	　研究開発部

　～～～部

　生産グループ

生産グループ


	  プロジェクトリーダー
　○○○○の開発

　サブリーダー

○○○○の開発

　


	


【様式８】
特許リスト

事業化に必要な出願済の特許等（グループ構成企業分に限る）がある場合は、記入ください(出願準備中を含む）。
	整理
番号
	発明の名称
	出願番号
(出願年月日)
	出願人
	発明者
	登録番号
	備考

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	


注）３件以上は記載しないこと。

【様式９】　本様式は添付資料扱いとして各企業が個々に提出することも可能です。
提案企業の概要（企業１社ずつ作成）
	企業名
	

	住　所
	〒　

本社住所を記入。府外企業で京都に開発拠点のある場合は、拠点の住所を記入し、企業名も拠点名称まで記入願います。

	電話番号
	(　　　)　　　－
	FAX番号
	(　　　)　　　－

	代表者名
	

	設　立
	（西暦）　　　　年　　　月　　　日

	資本金
	（万円）

	従業員
	（人）

	ホームページ
	http://

	技術分野
	

	主な営業品目
	

	企業の概要

　〃　ＰＲ

(200字以内)
	

	技術の強み、

技術を活かした製品のＰＲ

(400字以内)
	(技術名・製品名)

	
	


＜財務状況＞
                                        　　　　　       　　　　    （単位：百万円）

	
	         /


	        /


	        /



	①  売上高

　(当期収入合計額)


	
	
	

	② 経常利益

　(当期収入合計額-

      当期支出合計額)


	
	
	

	③ 当期利益


	
	
	

	④　減価償却費


	
	
	

	⑤　純資産の部合計

 (正味財産の部合計)


	
	
	

	⑥　研究開発費


	
	
	


　 注）直近３期分の数値を記入してください。

	 財務状況説明





以下はあくまでも例示であり、提案可能な技術・製品・システムを特定するものではありません。

①環境・エネルギー関連技術分野

	ビジネス分野
	技術・製品・システム

	エンド・オブ・パイプ（公害対応）
	大気汚染測定・防止、水質汚濁測定・防止、汚染土壌計測装置・汚染土壌浄化、合併処理浄化槽

	廃棄物の適正処理
	廃棄物焼却場、中間処理施設及び最終処分場、
有害廃棄物処理

	廃棄物の減量・有効利用（５RE）
	Refine（分別・分解）、Reduce（減容・減量）、Reuse（再使用）、Recycle（再資源化）、Reconvert to Energy（燃料化）

	エコ・マテリアル
	生分解性樹脂、生分解性潤滑油、酸化チタン（光触媒）、水素貯蔵、非スズ系船底塗料、植物性インク

	環境調和型施設（住宅）
	環境共生住宅、高気密・高断熱の省エネ住宅、
屋上・壁面緑化、中水道、雨水利用

	建築構造物の長寿命化、再利用促進
	改修・補修、不燃素材、古材活用

	環境配慮型製品
	エコ・プロダクツ、エコ・グッズ、自然素材を活かせる伝統的なものづくり

	新エネルギー
	自然エネルギー（太陽光、風力等）、水素エネルギー、バイオマス、廃棄物エネルギー

	省エネ＆省資源エネルギー
	低公害車、コージェネレーションシステム、ヒートポンプ、排熱・未利用エネルギー活用システム、節電機器

	自然修復・復元
	緑化・植林事業、ビオトープ、多自然型河川・自然共生型河川改修、土壌改良、農地改善、山里の回復、自然環境保全型農業


②ライフサイエンス・ウエルネス関連技術分野

	ビジネス分野
	技術・製品・システム

	ライフサイエンス関連
	疾患の予防・健康管理、診断・計測、治療・再生・生体機能代替を可能とする等、医療の高度化に繋がる材料や機器の開発（ただし、動物専用医療機器は除く）

	ウエルネス関連
	○健康創出・ヘルスケア・QOL（生活の質向上）に寄与する機器や機能性材料等の開発
○心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある老人または要介護者、心身障害者の日常生活上の便宜を図るための用具や機能訓練のための用具・補装具


③ＩＣＴ・コンテンツ関連技術分野

	ビジネス分野
	技術・製品・システム

	通信業、放送業、情報サービス業、情報通信関連製造業、情報通信関

連サービス業、情報の生産、加工、蓄積、流通、供給を行う業並びにこれに必要な素材・機器の提供等を行う関連業
	半導体、ストレージ・メモリ、コンピュータ、ネットワーク（高速化・大容量化、光ファイバー等の伝送路技術、伝送方式等）ユーザビリティ（表示デバイス技術等）及びソフトウェア

	さまざまなメディア上で流通する、映像・音楽・

ゲーム・図書など、動画・静止画・音声・文字・プログラムなどの表現要素によって構成される情報の内容によって対価を産み出す産業
	コンテンツの制作、流通・管理、消費・受容する過程で用いられる技術全般
（例）

著作権管理技術、ネットワーク技術、アーカイブ技術、ＤＢ技術、音声合成・音声認識、圧縮技術、ＷＥＢテクノロジー、人工知能、個人認証技術、ユーザーインタフェース技術、３ＤＣＧ技術、立体映像技術、検索技術、蓄積メディア技術、コンテンツ評価


④試作関連技術分野
　　　製品開発を前提とし、新規技術の導入のための試作に関連するもの。なお、新規技術の導入とは以下に例示する内容を含みます。また、既に基本的な機能を確認した１次試作品等が完成した後の、最終的な製品化に向けた生産技術開発も対象とします。
　　（例）

　　・コストを低減　・現在保有する技術の性能向上　・新たな機能の付加　・軽量化

　　・少量多品種の試作品開発を効率的に開発するための基盤技術の向上を目指すもの
＜地域活性化促進試作枠＞
　地域における特色ある天然資源や、地域で活動する企業が保有する独自技術を用いて、既製品との差別化を図り、事業化が可能な特徴ある製品開発により地域活性化を目指す試作品開発を対象とします。

（３部）





※区分の欄には、公募要領の定義により、「中小企業」「中堅企業」又は「大企業」と記載願います。


また、提案者に補助金交付対象外企業が含まれる場合は、○○企業の後に「交付対象外」と記載願います。








※提案者はグループの構成企業の数だけ適宜追加願います。





他の様式との整合性と、税抜・税込の違いに注意してください。





年度と補助事業期間の関係や全体のスケジュール感については、Ⅰ．事業の概要 (４) 資金支援の規模・期間等を参照願います。





可能な限り、数値で記載願います。





事業化に必要な法令手続き(許認可・届出)がある場合は本様式中に適宜行を追加する等により明示願います。





参考資料
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